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(百万円未満切捨て)
１．2026年３月期の連結業績（2025年４月１日～2026年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 5,259 △3.8 1,431 △17.3 1,467 △18.4 1,026 △17.9

2025年３月期 5,469 5.3 1,731 4.9 1,797 8.1 1,250 9.3
(注) 包括利益 2026年３月期 1,058百万円( △15.6％) 2025年３月期 1,254百万円( 4.0％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2026年３月期 22.98 22.98 13.9 18.1 27.2

2025年３月期 27.67 27.65 17.5 22.6 31.7
(参考) 持分法投資損益 2026年３月期 ―百万円 2025年３月期 ―百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 8,098 7,368 91.0 167.67

2025年３月期 8,112 7,357 90.7 163.84
(参考) 自己資本 2026年３月期 7,367百万円 2025年３月期 7,355百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2026年３月期 1,068 △512 △1,047 4,933

2025年３月期 1,166 87 △837 5,421

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年３月期 ― 0.00 ― 13.90 13.90 624 50.2 8.8

2026年３月期 ― 0.00 ― 15.20 15.20 667 66.1 9.2

2027年３月期(予想) ― 0.00 ― 15.20 15.20 62.4
(注)2027年３月期(予想)期末配当金の内訳 普通配当 12円20銭 記念配当 ３円00銭（創立25周年記念配当）

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 2,400 △1.5 480 △12.8 500 △11.9 335 △13.4 7.62

通 期 5,400 2.7 1,540 7.6 1,600 9.0 1,070 4.2 24.34
(注)上記の連結業績予想には、M&A取得関連費の他、広告費について、現時点で想定される影響額を織り込んでいます。



※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 －社 (社名) 、除外 －社 (社名)

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年３月期 47,164,800株 2025年３月期 47,164,800株

② 期末自己株式数 2026年３月期 3,221,062株 2025年３月期 2,269,652株

③ 期中平均株式数 2026年３月期 44,677,447株 2025年３月期 45,205,087株

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
１.本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

２.個人投資家向 決算説明会／IRオンラインセミナーの開催について
2026年６月22日（月）開催の定時株主総会の終結後、引き続き同会場にて、個人投資家向の決算説明会を開催
する予定です。また、同日19時より個人投資家向のIRオンラインセミナー（Zoomウェビナー）を開催いたしま
す。
IRオンラインセミナーの参加申し込み等に関する詳細は、６月４日（木）以降に当社ウェブサイトにてお知ら
せいたします。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用環境や所得環境の改善傾向が続く一方で、国際情勢の不安定化や為

替変動の影響によりエネルギー・資源価格が高止まり、人件費上昇等による物価高が継続しました。また、海外経

済の減速懸念や国内消費の持ち直しの鈍化等もみられ、先行き不透明な状況が続きました。

このような環境の下、当社グループは、パッケージソフトビジネスのeBASE事業と、IT開発アウトソーシングビ

ジネスのeBASE-PLUS事業で構成し、活動いたしました。

当連結会計年度における当社グループの業績の結果は、売上高5,259,563千円（前年同期比210,334千円減）、営

業利益1,431,752千円（前年同期比299,912千円減）、経常利益1,467,906千円（前年同期比329,942千円減）、親会

社株主に帰属する当期純利益1,026,647千円（前年同期比224,142千円減）となりました。

各セグメントの業績は次のとおりです。

（イ）eBASE事業

・BtoBモデル(0th/1st eBASE)の概況は、食品業界、日雑業界(食品以外)、住宅業界の各パラグラフで説明します。

[食品業界向けビジネス]

食の安全情報に加え、商い情報、販促情報等、広く深い商品情報交換を推進しながら、食の安全・安心システム

「FOODS eBASE」、及び商品データプールサービス「商材ebisu＝業界ebisu(食材ebisu)+マスタデータebisu」と連

動する小売向け商品マスタ管理システム「MDM eBASE」や、小売PB(Private Brand)やメーカー向け製品企画開発支

援システム「PDM eBASE」、あらゆる商品カテゴリを統合した消費者向けライフスタイルアプリ「e食住シリーズ

(2nd eBASE)」によるOMO(Online Merges with Offline)連動を実現するデータベースパブリッシングソリューショ

ン「DBP eBASE(eB-DBPちらし/カタログ/Web)」の普及推進に取り組みました。

売上面では、既存顧客案件として、大手総合小売PB子会社から基幹系システムと連携する「FOODS eBASE」の追

加・改修案件を売上計上しました。また、大手コンビニエンスストアからは「商材ebisu」と連動するNB

(National Brand)、及びPB双方の仕入先向け「MDM eBASE」の検証環境構築、及び追加開発案件を売上計上しまし

た。さらに、ハム・ソーセージ関連の大手加工食品メーカーからも仕様書管理システムとして「FOODS eBASE」の

サーバリプレイス案件を売上計上しました。新規顧客案件としては、私鉄系スーパーマーケット複数社により共同

出資された食品卸から、自社PB商品の仕様書管理システムとして「FOODS eBASE」案件を売上計上しました。

受注面では、前述と同じ大手コンビニエンスストアから、ファストフード厨房向けレシピ管理システムとしての

「FOODS eBASE」の改修・構築と、「MDM eBASE」から基幹連携システム構築に向けた移行・教育フェーズを受注し

ました。

食品業界向けビジネスは、日雑業界における未経験業界での「MDM eBASE」大型案件のカスタマイズ負荷増大に

より、担当営業やSEの業務負荷が増し、その影響がフォローする他の営業・SEにも波及しました。この結果、売上

高は、eBASE事業全体において既存顧客への深耕営業が減少し、食品業界にも影響が及び「FOODS eBASE」の深耕営

業による売上が減少したことにより、前年同期比で微減となりました。

[日雑業界向けビジネス]

「商材ebisu（業界ebisu(日雑・医薬・文具・家電・工具、食品等)）」を中心に、製品仕様書情報管理データベ

ース「GOODS eBASE」に加えて、「商材ebisu」と連動する「MDM eBASE」、「PDM eBASE」、「e食住シリーズ(2nd

eBASE)」、「DBP eBASE(eB-DBPカタログ/ちらし)」、及び商品DB型Webカタログサイト構築「eB-DBPweb」等の販売

促進に継続して注力しました。

売上面では、既存顧客案件として、大手家電量販店から「MDM eBASE」を活用した統合商品DB構築に伴う、商品

マスタ登録支援機能、及び新たな画面やチェックロジック等の追加開発案件を売上計上しました。また、大手ドラ

ッグストアからは、導入済みの「MDM eBASE」への新たな機能追加、及びPB仕様書管理システムとしての

「GOODS/FOODS eBASE」への追加・改修案件を売上計上しました。新規顧客案件としては、東海・北陸・近畿で展

開するドラッグストアから「商材ebisu」と連携する「MDM eBASE」の大型案件を全体検収し売上を計上しました。

受注面では、既存顧客のホームセンターから導入済みの「MDM eBASE」案件の保守および改修開発案件を継続受

注しました。
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取組面では、既存顧客の大手家電量販店にて、「商材ebisu」と連携する「MDM eBASE」の本番稼働を2026年4月

の開始予定に向けて運用環境の整備を実施しました。また、2026年1月施行の中小受託取引適正化法に対応した製

造委託取引管理システム「eB-for 取適法」を新たに開発し、リリースしました。

日雑業界向けビジネスの売上高は、当業界内における未経験業界向けの大型「MDM eBASE」カスタマイズ開発案

件の負荷増大の影響で、人的リソースが著しく逼迫した結果、深耕営業が減り、前年同期比で大幅な減少となりま

した。

結果、この日雑業界での負荷の増大がeBASE事業全体にも影響が広がる結果となりました。

[住宅業界向けビジネス]

住宅業界は、既存の複数の大手ハウスメーカーで活用されてきた「商材ebisu(業界ebisu(住宅ebisu))」の普及

とOMOを実現する「e住なび(2nd eBASE)」が複数の大手ハウスメーカー、及び分譲マンションビルダー等が加わる

ことで継続的に促進されました。

売上面では、既存顧客案件として、床材・壁材製品を中心とした大手建材メーカーから「PDM eBASE」を用いた

製品企画・開発情報システム構築の大型案件を売上計上しました。大手照明家電メーカーからは照明器具検索サイ

トのデータ更新案件を売上計上しました。また、地図提供会社から「HOUSING eBASE」に関連した大手ハウスメー

カー向けの地図連携機能の追加開発を売上計上しました。さらに、新規顧客の準大手ゼネコンから「HOUSING

eBASE」を用いた分譲マンションの専有部分の製品仕様管理のPoC（Proof of Concept:概念実証）のためのシステ

ム構築を売上計上しました。

住宅業界向けビジネスの売上高は、前年同期比で微増となりました。

・BtoBtoCモデル(2nd eBASE)の概況は、業界横断型(食品スーパー、総合小売、コンビニエンスストア、ドラッ

グストア、ホームセンター、ディスカウントショップ、スーパーセンター、家電量販等)の「商材ebisu」の商品情

報コンテンツを利活用して「ユーザー(消費者)が求める商品情報をいつでもどこでもニーズにあわせて閲覧できる

ように」というコンセプトをOMO環境で実現することを目指して、あらゆる商品カテゴリを統合した消費者向けラ

イフスタイルアプリ「e食住シリーズ(e食住なび/カタログ/ちらし/ビジュアルレシート、e住なび等)」の普及推

進・営業展開を継続しています。

市場展開としては、既存顧客の株式会社マキヤが、LINEミニアプリメニューから「e食住ビジュアルレシート」

活用のPoCを2026年4月より開始しました。また、既存顧客の大手ハウスメーカーでは、新規戸建・分譲住宅につい

ては、原則として全ての施主および入居者に紙の取扱説明書の配布を中止し「e住なび」アカウントの提供を開始

しました。さらに、新規顧客では株式会社穴吹工務店が、分譲マンションの顧客向けとして集合住宅版アプリ「e

住なび」、及び邸別住設建材管理システム/住設建材情報DBのクラウドサービス「HOUSING eBASE Cloud」を採用し

ました。「2nd eBASE」の進捗は、想定よりも大幅に普及遅延しました。要因は、小売企業に時代先走りの改革型

(DX型)の「e食住なび」を提案し概ね理解されましたが、具体的な実行手順が見えず、即時には推進されませんで

した。現在は改善型ソリューション「DBP eBASE」を付加し、改善策を採用し遂行すると、自ずと同時にOMOを実現

できる改革型「e食住なび」に結び付くように普及戦略を転換することで複数の小売企業で具体的導入が進みつつ

あります。

これらの結果、eBASE事業の売上高は、製品の成熟化と営業体制の最適化により、収益構造改善の基盤は整いつ

つあるものの、日雑業界における未経験業界向けの大型「MDM eBASE」カスタマイズ開発案件の負荷増大の影響で、

深耕営業が減少し、eBASE事業全体に遅延が発生した結果、利益率の高いパッケージソフトの売上が減少したこと

により、2,591,313千円（前年同期比270,370千円減）、経常利益は1,062,534千円（前年同期比343,388千円減）と

なりました。

なお、来期以降の重要事項として、当連結会計年度を通じて新規ビジネス創造に向けた取組といたしましては、

2026年4月28日に適時開示をしました「株式会社KSP-SPの株式取得（子会社化）に向けた株式譲渡契約締結のお知

らせ」のM&Aにより「商材ebisu」を基にしたコンテンツビジネスを強化し、及びこの商品詳細情報データを利用し

た新たなPOSデータ分析市場創造の実現を目指します。
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（ロ）eBASE-PLUS事業

既存IT開発アウトソーシングビジネスにおいて、顧客ニーズの迅速な把握と対応による案件獲得に注力しまし

た。稼働工数増加のため専門知識・経験を持ち即戦力となる中途採用を推進し、人材の確保・育成・教育に努めま

した。更に、継続して自社開発(eBASE基盤)のオンライン教育システム「eB-learning」 (Javaプログラミング/ITイ

ンフラ教育/IT運用サポート等)の強化と展開を行い、採用、新入社員教育、及び既存社員の教育に注力し、スキル

アップによりハイスキルな高単価案件へのシフトを図り、また物価高、人件費高騰のトレンドに合わせて顧客との

単価交渉を継続実施しました。

これらの結果、eBASE-PLUS事業の売上高は、概ね計画通りに進捗し、2,679,107千円（前年同期比52,903千円

増）、経常利益は前年の投資活動による一過性の営業外収益の影響もあり405,372千円（前年同期比13,445千円

増）となりました。

（２）当期の財政状態の概況

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べ368,613千円減少し、6,053,996千円となりました。主な要因は現金及び

預金が394,966千円減少したこと等であります。（なお、現金及び預金の詳しい内容につきましては、３.連結財

務諸表及び主な注記(４）連結キャッシュ・フロー計算書をご参照ください。）

固定資産は、前連結会計年度末に比べ354,594千円増加し、2,044,614千円となりました。主な要因は、投資有

価証券が316,259千円増加したこと等であります。

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べ14,018千円減少し、8,098,611千円となりました。

（負債）

負債合計は、前連結会計年度末に比べ24,302千円減少し、730,389千円となりました。主な要因は、契約負債

が81,231千円増加した一方で、未払法人税等が105,019千円、未払消費税等が43,468千円減少したこと等による

ものであります。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ10,283千円増加し、7,368,221千円となりました。主な要因は、配当

金の支払により利益剰余金が624,042千円減少、自己株式の取得等により420,781千円減少した一方で、親会社株

主に帰属する当期純利益計上により利益剰余金が1,026,647千円増加したこと等によるものであります。これに

より自己資本比率は91.0％となりました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ488,101千

円減少し、4,933,141千円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、1,068,818千円の収入（前連結会計年度は、1,166,516千円の収入）

となりました。主な減少要因として、法人税等の支払が536,856千円あった一方で、増加要因として、税金等調

整前当期純利益を1,467,906千円計上したこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、512,520千円の支出（前連結会計年度は、87,085千円の収入）となり

ました。主な減少要因として、定期預金の預入による支出が51,241千円、無形固定資産の取得による支出が

98,977千円、投資有価証券の取得による支出が397,582千円あったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、1,047,371千円の支出（前連結会計年度は、837,866千円の支出）と

なりました。主な減少要因として、自己株式の取得による支出が435,144千円、配当金の支払額が623,803千円

あったこと等によるものであります。
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（４）今後の見通し

国内経済は、雇用環境や所得環境の改善を背景とした個人消費の底堅さが期待されるものの、エネルギー価格の

高止まりや、国内物価の上昇に加え、中東情勢の緊迫化に端を発した地政学的リスクの長期化、米国の金融政策動

向、欧州経済の減速等、経済活動に対する懸念は引き続き存在する見込みです。

こうした先行き不透明な状況下において、当社はまずeBASE事業において、BtoBモデル（0th eBASE）を通じ、企

業単位で統合商品データベースを導入することにより、商品情報交換機能を有するeBASE統合商品情報管理システ

ムの普及展開に努めます。また、メディア制作のコスト削減と次世代OMOの実現を同時に達成するデータベースパ

ブリッシングソリューション「DBP eBASE」の普及促進や、商品DB型Webカタログサイト構築等による販売促進を継

続して推進してまいります。さらに、BtoBモデル（1st eBASE）では、商品情報データプールサービス「商材

ebisu(業界ebisu＋マスタデータebisu)」関連の提案活動を加速させ、商品情報流通のデファクト化を推進いたし

ます。また、小売向けには、「商材ebisu」と連携した商品マスタ管理システム「MDM eBASE」関連の普及提案活動

に注力し、小売PBやメーカー向け製品企画開発支援システム「PDM eBASE」関連の展開を推進いたします。これら

の取り組みを通して、商品情報流通のデファクトスタンダード化を図るとともに、食品業界、日雑業界（他業

界）、住宅業界といった個別業界別のニーズに即した「FOODS／GOODS／ HOUSING eBASE」等の商品詳細情報管理シ

ステムの機能拡充やパッケージ化強化に取り組んでまいります。さらに、商品データの品質・精度を向上させるAI

支援機能を実装した「商材ebisu」および「FOODS/GOODS/HOUSING eBASE」を活用し、商品情報の登録・管理業務の

さらなる効率化を訴求してまいります。

また、当社はM&Aにより株式会社KSP-SPを子会社化し、同社のPOS分析事業に、当社の「商材ebisu/商品詳細デー

タ」を活用した、新たな「AI時代のマーケティング事業」を展開してまいります。

BtoBtoCモデル（2nd eBASE）においては、「商材ebisu」の商品情報コンテンツを有効活用し、次世代OMO環境の

実現を目指す各種商品カテゴリを統合したライフスタイルアプリ「e食住シリーズ（e食住なび／カタログ／ちら

し／ビジュアルレシート、e住なび等）」の普及促進および営業展開を継続して推進いたします。OMO対応を強み

に、消費者向けにはライフスタイルアプリ「e食住なび」を無償提供し、商品カテゴリや名称、ブランド・メーカ

ー名、商品特徴（食品の場合はアレルギー物質名や栄養成分値等）の検索利便性向上を図ってまいります。特定小

売・メーカーをターゲットとしたグローバル対応（多言語化）を含むDX推進ツールの専用バージョン「e食住なび

for DX（有償版）」についても、TVCM活用も検討しながら、販売促進を進め、各社のDX推進と多様な個別ニーズに

柔軟に対応いたします。

また、当社は創業以来価格を据え置いて提供してきたパッケージソフト等について、物価高騰に伴い2026年４月

より改定を実施するとともに、製品およびサービスの差別化を持続的に支える特許戦略に基づく新サービス開発に

も注力してまいります。最後に、「0th〜2nd eBASE」の各ビジネスモデルは双方向に有機的に連携し、互いを補

完・増強することで、様々な新サービスや新事業モデルへの展開を実現していきます。

eBASE-PLUS事業に関しては、IT開発アウトソーシングビジネスにおいて、顧客ニーズの迅速な把握と対応による

案件獲得を継続して目指します。特に、自社開発(eBASE基盤)のオンライン教育システム「eB-learning」 (Javaプ

ログラミング/ITインフラ教育等)の継続的な強化と展開を行い、採用、新入社員教育、及び既存社員の教育に注力

し、スキルアップによりハイスキルな高単価案件へのシフトを図ります。また物価高、人件費高騰のトレンドに合

わせて顧客との 単価交渉を継続的に実施し、高い稼働率の維持に向けた取り組みを引き続き推進いたします。

次期の連結業績予想につきましては、売上高5,400百万円（前年同期比2.7％増）、営業利益1,540百万円（前年

同期比7.6％増）、経常利益1,600百万円（前年同期比9.0％増）、親会社株主に帰属する当期純利益1,070百万円

（前年同期比4.2％増）を見込んでおります。

なお、次期の連結業績予想には、上記M&Aに伴う取得関連費用や、広告宣伝費を織り込んで算定しております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財

務諸表を作成する方針であります。

なお、IFRSの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,349,764 4,954,797

売掛金 824,535 866,364

契約資産 156,087 71,126

有価証券 18,744 127,505

仕掛品 998 1,522

その他 72,478 32,680

流動資産合計 6,422,609 6,053,996

固定資産

有形固定資産

建物 33,205 37,158

減価償却累計額 △16,314 △17,730

建物（純額） 16,890 19,428

車両運搬具 16,413 16,413

減価償却累計額 △10,124 △12,218

車両運搬具（純額） 6,288 4,194

工具、器具及び備品 94,994 98,641

減価償却累計額 △76,008 △84,274

工具、器具及び備品（純額） 18,986 14,367

土地 18,627 18,627

有形固定資産合計 60,793 56,617

無形固定資産

ソフトウエア 212,703 249,780

その他 15,282 16,233

無形固定資産合計 227,986 266,014

投資その他の資産

投資有価証券 1,342,828 1,659,087

差入保証金 47,365 49,987

繰延税金資産 8,940 10,793

その他 2,981 2,987

貸倒引当金 △875 △875

投資その他の資産合計 1,401,239 1,721,982

固定資産合計 1,690,019 2,044,614

資産合計 8,112,629 8,098,611
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 54,156 66,919

未払金 57,342 62,152

未払法人税等 282,185 177,165

未払消費税等 95,621 52,152

契約負債 195,927 277,159

その他 59,809 61,658

流動負債合計 745,042 697,207

固定負債

繰延税金負債 9,649 33,181

固定負債合計 9,649 33,181

負債合計 754,691 730,389

純資産の部

株主資本

資本金 190,349 190,349

資本剰余金 227,193 225,496

利益剰余金 7,741,704 8,144,309

自己株式 △903,853 △1,324,634

株主資本合計 7,255,394 7,235,520

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 100,225 132,416

その他の包括利益累計額合計 100,225 132,416

新株予約権 2,317 284

純資産合計 7,357,937 7,368,221

負債純資産合計 8,112,629 8,098,611
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

売上高 5,469,897 5,259,563

売上原価 2,551,641 2,541,559

売上総利益 2,918,256 2,718,004

販売費及び一般管理費

役員報酬 150,842 155,518

給料及び手当 589,771 657,435

法定福利費 96,384 107,036

旅費及び交通費 45,152 45,943

支払手数料 26,224 28,431

研究開発費 44,711 59,110

減価償却費 9,221 9,603

その他 224,281 223,174

販売費及び一般管理費合計 1,186,591 1,286,251

営業利益 1,731,664 1,431,752

営業外収益

受取利息 9,417 18,158

受取配当金 - 3,452

投資事業組合運用益 39,885 15,757

保険解約返戻金 18,876 -

その他 1,196 1,636

営業外収益合計 69,375 39,004

営業外費用

支払手数料 1,935 1,978

自己株式取得費用 790 870

為替差損 389 -

その他 75 0

営業外費用合計 3,190 2,849

経常利益 1,797,849 1,467,906

特別損失

投資有価証券評価損 19,799 -

特別損失合計 19,799 -

税金等調整前当期純利益 1,778,049 1,467,906

法人税、住民税及び事業税 534,251 435,897

法人税等調整額 △6,991 5,362

法人税等合計 527,259 441,259

当期純利益 1,250,789 1,026,647

親会社株主に帰属する当期純利益 1,250,789 1,026,647



ｅＢＡＳＥ株式会社(3835) 2026年３月期 決算短信

8

連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

当期純利益 1,250,789 1,026,647

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 3,736 32,190

その他の包括利益合計 3,736 32,190

包括利益 1,254,526 1,058,838

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,254,526 1,058,838

非支配株主に係る包括利益 - -
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 190,349 230,548 6,949,945 △533,105 6,837,736

当期変動額

剰余金の配当 △459,030 △459,030

親会社株主に帰属す

る当期純利益
1,250,789 1,250,789

自己株式の取得 △395,165 △395,165

自己株式の処分 △3,354 24,417 21,062

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 - △3,354 791,759 △370,747 417,657

当期末残高 190,349 227,193 7,741,704 △903,853 7,255,394

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券評価差

額金

その他の包括利益累計

額合計

当期首残高 96,489 96,489 7,475 6,941,701

当期変動額

剰余金の配当 △459,030

親会社株主に帰属す

る当期純利益
1,250,789

自己株式の取得 △395,165

自己株式の処分 21,062

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

3,736 3,736 △5,157 △1,421

当期変動額合計 3,736 3,736 △5,157 416,235

当期末残高 100,225 100,225 2,317 7,357,937
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当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 190,349 227,193 7,741,704 △903,853 7,255,394

当期変動額

剰余金の配当 △624,042 △624,042

親会社株主に帰属す

る当期純利益
1,026,647 1,026,647

自己株式の取得 △435,144 △435,144

自己株式の処分 △1,697 14,363 12,666

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 - △1,697 402,604 △420,781 △19,873

当期末残高 190,349 225,496 8,144,309 △1,324,634 7,235,520

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券評価差

額金

その他の包括利益累計

額合計

当期首残高 100,225 100,225 2,317 7,357,937

当期変動額

剰余金の配当 △624,042

親会社株主に帰属す

る当期純利益
1,026,647

自己株式の取得 △435,144

自己株式の処分 12,666

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

32,190 32,190 △2,033 30,157

当期変動額合計 32,190 32,190 △2,033 10,283

当期末残高 132,416 132,416 284 7,368,221
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,778,049 1,467,906

減価償却費 61,020 73,237

株式報酬費用 103 -

受取利息及び受取配当金 △9,417 △21,611

為替差損益（△は益） 389 △36

投資事業組合運用損益（△は益） △39,885 △15,757

保険解約返戻金 △18,876 -

投資有価証券評価損益（△は益） 19,799 -

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 9,207 43,132

棚卸資産の増減額（△は増加） △380 △537

仕入債務の増減額（△は減少） △6,520 12,762

未払消費税等の増減額（△は減少） △38,208 △43,468

未払金の増減額（△は減少） △39,006 1,691

その他の資産・負債の増減額 15,028 72,162

小計 1,731,304 1,589,483

利息及び配当金の受取額 9,503 16,190

法人税等の支払額 △574,291 △536,856

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,166,516 1,068,818

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 - △51,241

有形固定資産の取得による支出 △6,386 △4,994

無形固定資産の取得による支出 △97,067 △98,977

投資有価証券の取得による支出 △242,346 △397,582

投資有価証券の売却及び償還による収入 341,017 27,009

保険積立金の解約による収入 50,240 -

投資事業組合からの分配による収入 39,868 15,660

差入保証金の差入による支出 △112 △9,070

差入保証金の回収による収入 1,359 6,447

その他 512 227

投資活動によるキャッシュ・フロー 87,085 △512,520

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △395,165 △435,144

自己株式の処分による収入 16,185 11,576

配当金の支払額 △458,886 △623,803

財務活動によるキャッシュ・フロー △837,866 △1,047,371

現金及び現金同等物に係る換算差額 212 2,971

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 415,948 △488,101

現金及び現金同等物の期首残高 5,005,295 5,421,243

現金及び現金同等物の期末残高 5,421,243 4,933,141
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、会社別に国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており、主としてコンテン

ツマネジメントシステム「eBASE」をパッケージソフトウェアとして開発販売する事業及びシステム開発、Webソリ

ューションビジネス、「eBASE」を使ったクラウドビジネスの開発販売する事業、データプールサービスの運用事業

及びIT開発アウトソーシングビジネス（テクニカルサポート、センターマシン運用管理、受託オペレーション、受

託サーバー保守、コンサルティング、システム・インテグレーション・サービス、システム・マネジメントサービ

ス）を行っております。

従って、当社グループは会社単位を重視し、業態の類似性、営業形態の共通性等を総合的に考慮し、「eBASE事

業」及び「eBASE-PLUS事業」の２つを報告セグメントとしております。

(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「eBASE事業」は、パッケージソフトウェアの開発、販売及びCMS開発プラットフォーム「ミドルウェアeBASE」を

利用し、顧客別にカスタマイズしたコンテンツマネジメントソフトの開発販売、「eBASE」を使ったクラウドビジネ

スの開発販売する事業、データプールサービスの運用事業を行っております。また、企業の広告宣伝部門主体のニ

ーズに対応する、マーケティング視点のWebソリューションビジネスとして、PCサイト、モバイルサイト等の構築、

運用、企画制作やシステム開発等を行っております。

「eBASE-PLUS事業」は、IT開発アウトソーシングビジネス（テクニカルサポート、センターマシン運用管理、受

託オペレーション、受託サーバー保守、コンサルティング、システム・インテグレーション・サービス、システ

ム・マネジメントサービス）を行っております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成において採用している会計処理の方法と概

ね同一であります。

報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格

に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：千円)

報告セグメント 調整額
（注）１

連結財務諸表計上額
（注）２eBASE事業 eBASE-PLUS事業 合計

売上高

パッケージソフト 545,303 ― 545,303 ― 545,303

カスタマイズ 942,441 ― 942,441 ― 942,441

ライセンス＆サポート 920,324 ― 920,324 ― 920,324

クラウドサービス 358,629 154 358,784 ― 358,784

IT開発アウトソーシング
ビジネス

― 2,608,059 2,608,059 ― 2,608,059

その他 94,985 ― 94,985 ― 94,985

顧客との契約から生じる
収益

2,861,683 2,608,214 5,469,897 ― 5,469,897

外部顧客への売上高 2,861,683 2,608,214 5,469,897 ― 5,469,897

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 17,989 17,989 △17,989 ―

計 2,861,683 2,626,204 5,487,887 △17,989 5,469,897

セグメント利益 1,405,923 391,926 1,797,849 ― 1,797,849

セグメント資産 5,531,295 2,681,134 8,212,430 △99,800 8,112,629

その他の項目

減価償却費 60,472 548 61,020 ― 61,020

受取利息 7,798 1,618 9,417 ― 9,417

支払利息 ― ― ― ― ―

有形固定資産及び無形固
定資産の増加額

102,555 ― 102,555 ― 102,555

(注)１ セグメント資産の調整額△99,800千円は、セグメント間取引消去△99,800千円であります。

２ セグメント利益の合計額は、連結損益計算書の経常利益と一致しております。
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当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

(単位：千円)

報告セグメント 調整額
（注）１

連結財務諸表計上額
（注）２eBASE事業 eBASE-PLUS事業 合計

売上高

パッケージソフト 333,453 ― 333,453 ― 333,453

カスタマイズ 790,915 ― 790,915 ― 790,915

ライセンス＆サポート 942,515 ― 942,515 ― 942,515

クラウドサービス 406,623 ― 406,623 ― 406,623

IT開発アウトソーシング
ビジネス

― 2,668,250 2,668,250 ― 2,668,250

その他 117,804 ― 117,804 ― 117,804

顧客との契約から生じる
収益

2,591,313 2,668,250 5,259,563 ― 5,259,563

外部顧客への売上高 2,591,313 2,668,250 5,259,563 ― 5,259,563

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 10,857 10,857 △10,857 ―

計 2,591,313 2,679,107 5,270,420 △10,857 5,259,563

セグメント利益 1,062,534 405,372 1,467,906 ― 1,467,906

セグメント資産 5,243,816 2,954,360 8,198,177 △99,566 8,098,611

その他の項目

減価償却費 72,826 411 73,237 ― 73,237

受取利息 13,656 4,501 18,158 ― 18,158

支払利息 ― ― ― ― ―

有形固定資産及び無形固
定資産の増加額

107,090 ― 107,090 ― 107,090

(注)１ セグメント資産の調整額△99,566千円は、セグメント間取引消去△99,566千円であります。

２ セグメント利益の合計額は、連結損益計算書の経常利益と一致しております。



ｅＢＡＳＥ株式会社(3835) 2026年３月期 決算短信

15

【関連情報】

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

１株当たり純資産額 163円84銭 167円67銭

１株当たり当期純利益金額 27円67銭 22円98銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 27円65銭 22円98銭

（注）１. １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

項目
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 1,250,789 1,026,647

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 1,250,789 1,026,647

普通株式の期中平均株式数(株) 45,205,087 44,677,447

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（株） 37,687 7,549

（うち新株予約権（株）） （37,687） （7,549）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

― ―

２. １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度末
（2025年３月31日)

当連結会計年度末
（2026年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 7,357,937 7,368,221

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 2,317 284

（うち新株予約権（千円）） （2,317） （284）

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 7,355,620 7,367,936

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数(株)

44,895,148 43,943,738
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(重要な後発事象)

（株式取得による企業結合）

当社は、2026年４月28日開催の取締役会において、株式会社KSP－SPの発行済株式の74.8％(自己株式を除く）を

取得する旨の株式譲渡契約の締結を決議し、同日付で株式譲渡契約を締結しました。

なお、株式譲渡契約は株式会社KSP－SPの発行済株式の74.8％を取得するものですが、当社は株式譲渡契約の実行

までの間に、株式会社KSP－SPのその他の株主の皆様と交渉し、同社の発行済株式の100％を取得することを目指し

ます。

１ 企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 株式会社KSP－SP

事業の内容 店頭活性化のためのナレッジ・ノウハウをメーカー・卸・小売業に提供する

サービスプロバイダー

（2）企業結合を行う主な理由

当社の有する「商品詳細データ」と株式会社KSP－SPの有する「POSデータ」を統合・連携させることで、新

たな「次世代データマーケティング事業」を展開し、当社グループの企業価値向上に資すると判断しており

ます。

（3）企業結合日

株式譲渡実行日 2026年6月30日（予定）

（4）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

（5）結合後企業の名称

変更ありません。

（6）取得する議決権比率

74.8％

２ 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 479,736千円

取得原価 479,736千円

３ 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等 46,000千円（概算）

４ 発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

５ 企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。


